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１. 研究課題
　アスリートのセカンドキャリアに関する研究
２. 概要・目的
　昨今アスリートのセカンドキャリアが注目されている。大学時代には、アスリートとして活躍してきた選手
でも卒業し、引退後に思うような職業に就けるとは限らず、セカンドキャリアに悩むことが少なくない。2020
年の東京オリンピックを目標に多くのアスリートが競技人生に打ち込んでいるが、オリンピック後の彼らの生
き方を支える何らかの策を講じておく必要がある。
　アスリートのセカンドキャリアに関する研究は蓄積されているとは言ない（Google Scholarで「アスリート
のセカンドキャリア」をキーサードに検索すると、ヒット件数は45件）。しかしセカンドキャリアの問題は、
アスリートだけではなく働く人に共通する問題である。人生100年時代と言われる中で仕事からの引退の概念
も変わり、セカンドキャリアを見つけて60歳以降も働く人が増えている。また、AIの導入により職業構造が
激変する中で、一つの職業、一つの会社でキャリアを積み上げていくことは困難になる。さらに、仕事をしな
がら育児や介護に関わる人、副業を行う人なども増加し、複数のキャリアを同時並行的に進める働き方も広がっ
ている。
　労働環境の変化に柔軟に対応し、セカンドキャリア、サードキャリアを見つけていくことは、働く人誰にとっ
ても共通の問題であり、アスリートのセカンドキャリアの問題を考えることは、働く人のキャリアの問題を考
えることにも繋がる。
　以上の問題意識を元に、本研究では東洋大学でアスリートとして活躍し、現在は異なる職業に就いている卒
業生を対象にインタビュー調査を行い、アスリートのキャリアに関する具体的な問題と解決のために必要な取
り組みを探索することを趣旨とする。
３. メンバー（構成）
　榊原圭子（社会学部准教授）、姜英淑（社会学部准教授）、戸梶亜紀彦（社会学部教授）、
　室松慶子（法学部教授）、藤尾美佐（経営学部教授）、島田恭子（現代社会総合研究所客員研究員・社会学　
　部非常勤講師）、林絵美子（現代社会総合研究所客員研究員・社会学部非常勤講師）
４. 今年度の成果報告
　2019年度は本研究課題の初年度であり、アスリートのセカンドキャリアに関する課題や必要とされる支援を
明らかにすることを目的に、東洋大学の体育会に所属していた卒業生12名にインタビューを行った。本インタ
ビューの報告書は3月に発行予定である。本インタビューをもとに、次年度はテーマごとの質的分析を行う予
定である。
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１. 研究課題（研究会名）
　地方創生に関わるグローバル戦略研究会
２. 概要・目的
　政府は、日本が直面する人口減少や超高齢化という大きな課題に対し「地方創生」の推進に一体となって取
組んでいる。同施策を具体的に推進させるために、2016年4月20日に「地域再生法の一部を改正する法律」が
施行された。さらに、各地域がそれぞれの特徴を活かした自律的で持続的な社会を創生できるよう、内閣官房
には「まち・ひと・しごと創生本部」が、内閣府には「地方創生推進室」が設置された。具体的には、「まち・
ひと・しごと創生法」（平成26年法律第 136 号）に基づいて、各地方公共団体においては「まち・ひと・しご
と創生総合戦略」を策定するものである。
　こうした動きに連動して全国の都道府県や市町村では、「地方人口ビジョン及び地方版総合戦略」の策定を
行っている。同戦略プランは、人口減少や超高齢化という国内の社会環境の変化に対してどのように対応し、
これからの地域経営をどのように展開させていくのかを具体的に提起するものである。また、グローバル化が
急速に進展している中で、新たな地域政策をどのようにビルトインさせるのかも重要な視点になっている。
　東洋大学現代社会総合研究所では、こうした課題に積極的に関わり、地域経営のあるべき方向性を多面的に
検討することを目的に、一昨年度より地方創生に関わるグローバル戦略研究会を立ち上げ活動している。
３. 主査・メンバー(構成)
　［主査］石井晴夫（客員研究員）
　［研究会メンバー］石川順章（院生研究員・東洋大学大学院博士課程）、北村佳之（日本銀行）、
　　岡田猛（ＪＦＥエンジニアリング株式会社）、川上貴幸（株式会社メタウォーター）
４. 今年度の活動・成果報告等　
　地方創生に関するグローバル戦略研究会は、任意団体である海外水ビジネス研究会とのコラボレーションに
よって、2019年7月27日（土）午後、東洋大学白山キャンパスにおいて、研究報告会（提言報告会）を開催した。
当日の研究報告は6本が用意され、100名を超える参加者があり、大変有益な示唆に富む研究発表であった。海
外水ビジネス研究会は、研究の前提条件として、①海外における水ビジネスの市場動向の変化に注目し、将来
を見据えて日本が諸外国と互角に競い合っていくための体制づくりのために、現時点で採るべき方策を探る。
②水の価格の高騰を抑えつつ、民間的手法を活用した持続可能な経営を目指す。③水道創設に際して政府から
の補助金が期待できない途上国に対して、民間的手法を活用したPPP事業の実施方策などのメニューを準備す
るというものであり、現代社会総合研究所の研究テーマである「グローバル社会に対する知の貢献」にも合致
している。
　本研究会での提言は、ビジネスが有する経済性・事業性・収益性を軸にして、海外水ビジネスを海外交流や
援助による技術支援とは分けて考える必要性が強調されており、発想の転換を関係者に訴えている。今後、提
言の内容の実現、具体的にはストラクチャーモデルの具体化に向けた取り組みをどのように行っていくかが問
われていると言えよう。今後もこうした取り組みをさらに強固なものにしつつ、現代社会総合研究所の役割と
機能を幅広く果たしていきたいと考えている。
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